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1990 年代の観光研究における ‘ 新たなあり方の観光 ’ から
‘ 持続可能な観光 ’ への用語の転換

安村　克己
YASUMURA Katsumi

　本稿の目的は 2 つある．一方で，観光論の研究主題が，1990 年代後半に ‘ 新たなあり方の観光 [AT]’ から ‘ 持
続可能な観光 [ST]’ に少しずつ置き換わった経緯を考察する．この経緯を追いながら，もう一方で，1990 年代
に AT 研究を引き継いだ観光論が ‘ 観光と地域社会の持続可能性 ’ を同時に探ろうとした研究アプローチ法を浮
き彫りにする．AT は，1960 年代の先進国に出現したマス・ツーリズム [MT] の弊害に対処するため，1980
年代に生みだされた．MT は開発を第一義に志向する高度近代化の産物である．AT 研究は，1980 年代後半か
ら 90 年代末にかけて，MT に対処して ‘ 観光と観光地の持続可能性 ’ を具現する事例を見いだした．そこで，
AT は，‘ 持続可能な開発 [SD]’ に先行して，実質的に観光と地域社会の ‘ 持続可能性 ’ を実現した，とみなされる．
AT の事例研究には，高度近代化から生じた問題に対処する SD について，何かしらの手がかりを与える可能性
がある．しかし，1989 年，国際観光学術会議 IAST の議論において，AT 研究は，棄却され，‘AT’ の用語も不
適切と判定された．それでも，観光論の AT 研究は継続された．その研究では，AT 以外の用語も代用されたが，
主に ‘AT’ の用語が使われた．1990 年代後半いこう観光論でも ‘ST’ の用語が，使われ始めた．このように観光
研究が AT から ST へと置き換えられるなかで，本稿は，AT=ST 研究が 1990 年代末までに ‘ 真正の持続可能性 ’
概念に到達した，と結論づける．

１　はじめに
　
本 稿 は，2 つ の 課 題 を 同 時 に 探 る． 第 一 に，1990 年
代 に お い て， 観 光 論 の 研 究 主 題 が，‘ 新 た な あ り 方 の
観 光 Alternative Tourism [AT]’ か ら ‘ 持 続 可 能 な 観 光 
Sustainable Tourism [ST]’ に置き換わった経緯を考察する．
この経緯を追いながら，第二に，1990 年代に AT 研究を
引き継いだ観光論が ‘ 観光と地域社会 local community の
持続可能性 ’ を同時に探ろうとした研究アプローチ法を浮
かびあがらせる．
　こうした本稿の考察は，より上位の核心的な問題提起の
前段となる作業課題の 1 つである．その核心的問題提起と
は，＜ AT は観光と地域社会の持続可能性を具現する ‘ 真
正の ST’ の実践ではないか＞という問いである１)．
　この核心的な問いにたいする答えについて，現状の観光
論は否定的であろう．つまり，現時点 (2022 年 ) の観光論
において，AT は ‘ 真正の ST’ 足りえない，とする見解が大
勢を占めるにちがいない．むしろ，AT と ST が異なる観光
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形態である，という見解をもつ観光研究者が多い．そもそ
も，ST 研究に何かしらの疑念を抱く研究者も少なくない．
　しかし，結論を先走れば，本稿は ‘ 新たなあり方の観
光 [AT]’ の実践を ‘ 持続可能な観光 [ST]’ の理想像を描く先
駆けとみなす．このとき，‘ 持続可能な観光 [ST]’ が ‘ 持続
可能な開発 [SD]’ の理念や実践と一線を画すことは，後述
(6 おわりに ) の通りであるが，ここでひとまず明記して
おきたい．ST について，本稿は，いま一般に普及した SD
の理念に与せず，＜観光を通して地域社会の ‘ 持続可能性 
Sustainability’ を実現する観光のあり方＞とみなす．
　このように，＜ AT が ‘ 真正の ST’ を捉える先駆けであ
る＞という本稿の主張にたいして，否定的な観光研究者が
多いのは，おそらく次のような理由による．すなわち，現
時点 (2022 年 ) で多くの観光研究者が，1970 年代初め以
降に形成され始めた現代観光論の原点でなされた議論に無
関心であるか，あるいはそれを忘れ去っている，からであ
る．さらに，現行の観光研究では，1980 年代当時の AT
研究の議論も忘却され，AT 研究と ST 研究の関係を結び

キーワード：新たなあり方の観光，　持続可能な観光，　真正の持続可能性，高度近代化，　観光まちづくり
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つける考察も看過されてきた．
　21 世紀以降の観光論は，その原点における AT 研究の
議論を 1990 年代当時の時点に置き去りにしたため，現代
世界の ‘ 持続不可能な現実 unsustainable realities’ の解決
に貢献できる機会を逸している．すなわち，AT 研究の実
績は，現代世界が直面する持続不可能な現実――自然生態
系の破壊，地域文化の衰退，経済格差の拡大，社会関係の
崩壊――にたいして，‘ 持続可能性 ’ を地域社会に具現す
る有効な手がかりを提供しうる２)．
　現代観光論が AT 研究の成果を 1990 年代に放置し，現
在，その意義に回帰しなかった主たる理由の 1 つは，AT
研究があやふやな状況のなかで ST 研究に置き換わった経
緯にある．当時の AT 研究が巻き込まれたこの不明瞭な状
況を解きほぐし，＜観光論において AT 研究が ST 研究に
どのように置き換わったか＞を考察することで，持続可能
なコミュニティ型観光をめぐる ‘AT 研究の意義 ’ があらた
めて浮き彫りになるであろう．

２　新たな観光のあり方の出現と
その時代背景

 ‘ 新たな観光のあり方 Tourism Alternatives [TA]’ を，本稿
は ‘ 新たなあり方の観光 Alternative Tourism [AT]’ と ‘ 持
続可能な観光 Sustainable Tourism [ST]’ を包括する名辞と
して用いる３)．このとき，本稿は，AT と ST が本質的に同
一の現実を指示する ‘ 名辞 term’ であるとみなす．したがっ
て，TA は，AT と ST を同一概念として包摂する用語であ
る．AT と ST が同一概念と判じられる理由は，両概念の
構成のダイナミクスが同型とみなされるからである４)．AT
概念と ST 概念の構成に通底するダイナミクスとは，本稿
6 章の ‘ おわりに ’ で簡単に触れるが，手短にいえば，‘ 高
度近代化に抗う力学 ’ である．
　この力学を明らかにするため，次節 2.1 では，現代観光
とその時代背景が，1960 年代初めから 80 年代末にかけ
て，いかに変遷したかを探る．そのとき，ひとつに ‘ 高度
近代化 Advanced Modernization’ という時代の趨勢が発現
し進展した経緯が明らかにされる．また，もうひとつに，
高度近代化の趨勢に抗う時代の動向が，現代観光の変遷の
現実と一体となっている事実についても，明らかとなるで
あろう．
　現代観光の変遷の概略をたどると，まず ‘ 大衆観光 
Mass Tourism [MT]’ が出現して ( 安村 2021b)，次に MT
に対抗する ‘ 新たなあり方の観光 Alternative Tourism [AT]’
が生起し ( 安村 2022)，そして AT から ‘ 持続可能な観光 
Sustainable Tourism [ST]’ へと用語が変更された．こうし

た現代観光の転換のそれぞれの契機は，高度近代化の趨勢
とそれに抗う動向の時代背景に符合する．
　このような現代観光の変遷を，その時代背景と絡め，以
下で概観したい．この考察は，観光論における AT 研究か
ら ST 研究へと置換した経緯の解明にさまざまな手がかり
をもたらすはずである (5 章 )．

　2.1　高度近代化の出現とマス・ツーリズムの
出現

　第二次世界大戦の惨禍から経済復興した，当時のいわ
ゆる先進国において，1950 年代半ば，高度近代化 ad-
vanced modernization が始まった ( 安村 2021a, 2021b: 
24-25)．その趨勢は，爾来，拡大して世界を席巻し，現
在 (2022 年 ) にいたる．高度近代化の原動力は，資本主
義市場経済である．経済成長を第一義に志向し，つねに進
歩を追求する高度近代化が，先進国に未曽有の経済的豊か
さをもたらした．
　このような高度近代化の出現によって，1960 年代初め
頃から，先進国にマス・ツーリズム [MT] が生起した ( 安
村 2021b)．高度近代化に伴う経済的豊かさが先進国に
MT を出現させた．MT は ‘ 高度近代化の産物 ’ といえる．
1990 年代に急速な経済成長を遂げた，主にアジア諸国な
どにも高度近代化が進展すると，それらの地域からも MT
が出現した．
　MT を生みだした高度近代化は，経済的豊かさを拡大し，
高度近代文明を世界に普及させると同時に，人間 / 自然世
界の存続を脅かす，地球規模の 2 つの問題を惹起した ( 安
村 2021a)．それは，自然・生態系が人為的要因で破壊さ
れる ‘ 環境問題 ’ と，経済的に豊かな国と貧しい国の間に
甚大な経済格差が広がる ‘ 南北問題 ’ とである．環境問題
と南北問題は，1970 年代初めいこう高度近代化による弊
害であると世界中で認識された．
　高度近代化の弊害と同様な事態が，‘ 高度近代化の産物 ’
である MT によって，1970 年代以降，とりわけ発展途
上国の観光地で惹き起こされた ( 安村 2021b: 19-21)．つ
まり，MT は，観光地の地域社会に，高度近代化による
環境問題や南北問題と同等の弊害を及ぼした．観光論は，
1970 年代から 80 年代にかけて，MT が観光地で観光対
象の自然・生態系を破壊し，地域文化を衰退させる夥しい
事例を報告した．当時の MT の弊害を被った観光地は，高
度近代化による南北問題と環境問題が投影された縮図であ
る，とみなされる．
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　2.2　新たなあり方の観光の模索と反 - 高度
近代化の気運

　マス・ツーリズム [MT] の負の影響は，甚大であった ( 安
村 2021b: 18-21)．しかし，観光論と観光関係者は，マス・
ツーリズム [MT] に代わる新たなあり方の観光 [TA] を模索
し実践した ( 安村 2021b: 21-23; 安村 2022)．観光論の探
究以前に，1970 年代末から 80 年代前半にかけて，実際に，
MT の弊害を克服しようとする観光関係者や観光事業者に
よる様々な ‘ 新たな観光のあり方 [TA]’ の実践が試みられ
た．観光論は，それらの事例を考察しながら，TA の実践
に様々な提言を公表した．エコツーリズムや新たな文化観
光の観光形態は，それぞれ，観光論の研究成果を通して実
践された一例である (Weiler and Hall 1992)．
　TA を探る動向の背景には，反 - 高度近代化の気運が世
界に広く高まった時代の風潮があった ( 安村 2021a: 24-
25)．1970 年代に環境問題への警鐘５) や南北問題の告発６)

が，それらの現実にたいする世界中の市民の憤りを生みだ
した．この憤りから，反近代の思想が論じられ，環境保護
の市民運動が盛んとなった．国際環境保護団体のグリン
ピース (Greenpeace International) や大地の友 (Friends of 
the Earth) は，1971 年に結成されている．
　この地球規模の環境問題と南北問題が発生すると，国連
は時を移さず対処に乗りだした ( 安村 2021b: 10-14)．一
方の環境問題について，国連は 1972 年 6 月，地球環境
問題についての最初の国際会議，ストックホルム会議 ( 国
連人間環境会議 ) を開催した．また他方の南北問題にたい
しても，南北問題が顕著となった 1960 年代初めから，国
連は開発援助の国際機関を発足させた．しかし，国連は両
問題のいずれについても，その後，実質的な解決の糸口を
見いだせなかった．
　環境問題と南北問題の弊害が深刻化するなかで，この 2
つの問題の根源とみなされた高度近代化を否定する思想運
動，‘ ポストモダン論 postmodern theory’ が 1980 年前後
から世界で広く議論された ( 安村 2001: 154-56)．その議
論は，建築から始まり，芸術，思想，学問，などの様々な
分野で広範にわたってなされた．
　ポストモダン論では，高度近代化の難点について徹底的
に批判された．しかし，高度近代世界から脱した先のポス
トモダン ( 脱近代 ) 世界の形像は，明確に描きだされなかっ
た．高度近代化の弊害を克服し，ポストモダン世界に向か
う方途についての議論も，ほとんど議論されていない．ポ
ストモダン論の議論は，次第に衰え，21 世紀を迎える頃
までにほぼ終息した．
　このようなポストモダン論の議論が現れた 1970 年代末

から 80 年代初め頃の同時期に，観光論では ‘ 新たな観光
のあり方 [TA]’ についての議論が始まった．TA 研究は，前
述 (2.1) のように，高度近代化の産物であるマス・ツーリ
ズム [MT] が観光地にもたらした，南北問題と環境問題の
投影された弊害を解決する実践的議論であった．
　このとき，観光論で TA の具体的な観光形態を表す様々
な呼称が提案されたが，なかでも ‘ 新たなあり方の観光
Alternative Tourism [AT]’ の用語が，観光研究者の間で比
較的多く用いられるようになった ( 安村 2022: 2)．この時
期に，高度近代化に――意図的ではないにせよ――対抗す
る実質的な取組みが，AT 研究としてスタートしたのであ
る．

　2.3　新たな観光のあり方と持続可能な開発の
つながり

　ポストモダン論が注目された後，1980 年代後半以降に
も高度近代化の暴走は収まらなかった．世界の関心が経済
成長に集まるなかで，環境問題と南北問題はますます悪
化した．一方の環境問題はさらに深刻化した．とりわけ，
1990 年代いこう気候変動問題が世界中の注視する国際的
な課題となった．
　また，もう一方の南北問題は，1990 年代いこう経済の
グローバル化に伴って変容した．南の発展途上国のなかに
は，新興中進国として経済成長を遂げた国があった．こう
して，南北問題は，グローバル・サウスと呼ばれるように
なった (Mahler 2017)．グローバル・サウスの事態でも，
世界の多様な局所的レベルで経済格差はさらに拡大した．
　こうした地球規模の 2 つの問題――環境問題と南北問
題――に対処するため，国連は，1983 年に WCED(World 
Commission on Environment and Development 環 境 と
開 発 に 関 す る 世 界 委 員 会 ) を 設 置 し た．WCED(1987)
は，1987 年に報告書を提出し，そこに ‘ 持続可能な開発 
Sustainable Development [SD]’ の理念を提唱した．
　そして，WCED 報告書から 5 年後，前出のストックホ
ルム会議から 20 年後の 1992 年，リオ地球サミット ( 環
境と開発に関する国際連合会議 ) が開催された．リオ地球
サミットは，SD の理念にもとづき，環境問題と南北問題
の解消に一致して取組む世界の公約，アジェンダ 21 を採
択した．環境問題と南北問題の解決を世界が一体となって
立向う国際的決定という点で，リオ地球サミットは歴史的
に画期的な出来事であった．
　しかし，SD の用語や概念には，当時から多くの異論
が寄せられた．それらの異論のなかでも，SD の用語が
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多義であり，その概念の曖昧さが指摘された．さらに，
‘ 持続可能な開発 Sustainable Development’ の用語の自
家撞着性を疑問視する見解も呈された ( 安村 2021a: 13-
15) ７)．その疑問視の主な理由の 1 つは，自然・生態系
の破壊のような ‘ 持続不可能な現実 ’ を惹き起こす ‘ 開発 
Development’ を――新しい ‘ 開発 ’ とはいうが――‘ 持続
可能 Sustainable’ にするのか，という疑念であった．
　それでも，SD の理念は，高度近代化に抗う思想や活動
に多大な影響を与えた．たとえば，‘ 持続可能な世界 ’ と
いうような，SD の変形語がいろいろと用いられるように
なった．持続可能性の ‘ 目標 ’ は曖昧なままだが，高度近
代化から生じる持続不可能な現実に対処して，現実を持続
可能にしようとする，持続可能性の ‘ 目的 ’ が，多くの人々
の期待を集めた，ということであろうか．
　‘ 観光 ’ 分野においても Sustainable Development [SD]
の影響は，‘Sustainable Tourism [ST]’ という変形語を生
みだした．この ‘ 持続可能な観光 [ST]’ の用語は，WCED
が 1987 年に SD を提唱して以来，観光論や世界観光機関 
[WTO] で次第に使用されはじめた．とくにリオ地球サミッ
トを契機に SD の理念が世界中に普及して以降，WTO は
ST の用語を盛んに使っている．観光分野では，‘Sustainable 
Tourism [ST]’ は，前述 (2.2) の ‘Alternative Tourism [AT]’
から置き換えられた用語である．
　AT から ST への用語の置換えは，1990 年代を通して ‘ な
し崩し的に ’，漸次的になされた．この用語の置換えは，
WTO では 1990 年半ば以降，ほぼ完全になされた．それ
にたいして，観光論でその用語の置換えがなされたのは，
1990 年代半ばに始まったが，完全に置き換えられたのは，
21 世紀を迎えて以降である．以後，AT の用語は適用され
なくなった．
　このように，WTO と観光論で AT から ST へと用語の置
換えがなされた経緯と，さらに，そうした用語の置換えに
おいて，観光をめぐる ‘ 持続可能性 Sustainability’ の意味
がどのように捉えられたか，を以下で探る．次章 (3 章 )
では，1980 年代の ‘ 新たなあり方の観光［AT］’ をめぐ
る観光論と世界観光機関の動向について概観する．

３　‘Alternative Tourism’ から ‘Sustainable 
Tourism’ への用語の置換え

　1990 年代後半いこう ‘Sustainable Tourism [ST]’ に 置
き換えられた ‘Alternative Tourism [AT]’ という用語は，
1980 年代に現れた．こうした，AT から ST へと用語が転
換する経緯を考察するにあたり，まず，AT という現実の
出現と，その出現に関わりながら 1980 年代に AT を研究

した観光論の動向を概観する．この動向と同時並行で，世
界観光機関 (WTO) が当時の宣言や声明で掲げた，観光の
現状認識についても概略を跡づけてみたい．
　まず，Alternative Tourism [AT] の出現は，Mass Tour-
ism [MT] 批判に起因する ( 安村 2021b)．AT の探究は，
1980 年代を通して，観光論の事例研究にもとづく理論研
究によって探究された ( 安村 2022)．AT は，世界規模の
社会現象としての MT による，特に発展途上国の観光地に
おける弊害に対処すべく考案された観光のあり方である，
と一般に考えられた．
　MT は，1970 年代から国際問題として世界中から非難
された ( 安村 2021b)．この MT 非難にかかわる事実を考
察するために現代観光論が形成された，といってもあなが
ち不適当ではない．観光論による MT 研究は，AT という
事象を間接的・直接的に生みだしたとも考えられる ( 安村
2021b: 17-18)．
　MT の弊害にたいして，WTO は，1980 年代半ばいこう
宣言や声明において，観光の意義を強調しつつ，観光が観
光地の社会 - 文化に負の影響を及ぼす事実を明記した ( 安
村 2022: 3-5)．それらの宣言や声明には，AT 研究の成果
が反映されたようにみえる箇所も散見された．ただし，観
光が観光地の自然環境を破壊する事態が初めて明記され
たのは，1989 年 4 月のハーグ宣言であった ( 安村 2022: 
3-5)．
　WTO のハーグ宣言には，WCED の ‘Sustainable Devel-
opment [SD]’ と 観 光 論 の ‘Alternative Tourism [AT]’ の 理
念が明瞭に映し出されている ( 安村 2022: 4-5)．SD は，
1989 年 4 月のハーグ宣言の 2 年前，1987 年 3 月に提
出された WCED 報告書 Our Common Future で提唱され
ていた．この SD が後に観光論の AT 研究にも影響を与え
た．その影響が特に強く観光論に影響を及ぼし始めたのは，
SD 理念の国際的実践が採択された 1992 年 6 月のリオ地
球サミット ( 国連環境開発会議 ) 以降である．
　ハーグ宣言の開催された同年の 2 か月後，1989 年 8
月，当時の観光論を先導する世界の研究者が集う国際観光
学術会議 International Academy for the Study of Tourism 
[IAST] の第 1 回国際会議 ( ザーコパーネ会議 ) が開催され
た．この会議において，観光論の AT 研究と AT [Alternative 
Tourism] の用語は，実質的に否定された (Smith and Ead-
ington 1992 = 1996; 安村 2022)．しかし，1990 年代以
降にも，観光論の ‘Tourism Alternatives [TA]’ 研究は続行
され，1990 年代を通して，‘Alternative Tourism’ の用語
も使われた．
　‘Sustainable Tourism’ の用語が適用されたのは，WTO
で 1990 年代半ば以降，また観光論では 2000 年以降であ
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る．そこで次に，TA [Tourism Alternatives] を表す用語が
Sustainable Tourism [ST] に置き換わった経緯を，WTO(4
章 ) と観光論 (5 章 ) のそれぞれの場合について跡づけて
みたい．

４　世界観光機関が ‘ 持続可能な観光 ’ に
取組んだ経緯

　世界観光機関 [WTO] は，国際観光の課題や持続可能な
観光について，1990 年代を通して，多くの宣言，憲章，
声明などを公表した．そのうち特に 13 の宣言や憲章など
が，WTO の 2000 年以降に本格的に取組む ‘ 持続可能な
観光 Sustainable Tourism [ST]’ 政策の理念や方策につな
がる特徴をもつ８)．それらの宣言や憲章などにもとづき，
1990 年代を通して，WTO が ‘Sustainable Tourism [ST]’
の用語と概念を適用した経緯を概観する．

　4.1　リオ地球サミットと WTO‘ 持続可能な観光
憲章 ’

　WTO は，如上の通り (3 章 )，1989 年のハーグ宣言い
らい ‘ 観光の新たなあり方 [TA]’ について，WCED の提
唱した ‘ 持続可能な開発 [SD]’ の理念から影響を受け始め
た．ただし，この 1989 年の時点で，観光や観光開発を
Sustainable Development [SD] と直結しようとした WTO
の所見は，みられない．むしろ，WTO の宣言などは，マス・
ツーリズム [MT] による，観光地の自然破壊や文化変容を，
WCED(1987) による地球規模の環境問題や南北問題への
取組みに重ね合わせ，観光地における自然破壊や文化変容
の問題の重大さを再認識した，という内容の文書であった．
　実際，1989 年 4 月のハーグ宣言から 6 か月後の 10 月に，
WTO は，‘Alternative Tourism [AT]’ について，タマンラセッ
ト ( アルジェリア ) セミナーを開催している．そのセミナー
では，‘Alternative Tourism [AT]’ の用語は否定され，代わ
りに ‘Responsible Tourism 責任を伴う観光 ’ の適用が採択
さ れ た (Smith and Eadington 1992 = 1996: xiv; Lanfant 
and Graburn 1992: 89) ９)．
　WTO の現時点 (2022 年 5 月 ) の標語は，繰り返すが，
‘Sustainable Tourism [ST]’ である．ST は，1990 年代後半
に WTO の公用フレーズとして用いられた．1990 年代前
半の WTO 文書には，‘Sustainable Development of Tour-
ism’ や ‘Sustainable Tourism Development’ などの用語が，
WTO の公式文書などに比較的多くみられる．
　1990 年代後半から WTO が ‘Sustainable Tourism [ST]’
を標語とし始めた契機は，前述 (2.3) の 1992 年 6 月の国

連リオ地球サミットあった．このサミットでは，SD を 21
紀に向けて実践するため，各国政府や関連国際機関の行動
計画としてアジェンダ 21 が参加国政府によって採択され
た．
　このアジェンダ 21 は，地球規模の環境問題と南北問題
に対処する最初の国際的取組みである．環境問題と南北問
題は，1970 年代初めいらい世界が直面し 30 年以上にわ
たり世界が抱えつづける難題であった――この難題は未だ
解決せず深刻化している．この難題の国際的取組みの決定
は，サミットの直後からいくつかの事情が重なり履行困難
となるのだが，世界中で各界から賞賛を浴びた．その結果
として，SD は世界の多分野の政策目標となった．SD につ
いての高い注目度は，観光分野でも例外ではない．
　1995 年 4 月，WTO は ‘ 持続可能な観光憲章 Charter 
for Sustainable Tourism’ を制定した．この憲章において，
1990 年代に WTO が捉えた，世界観光 Global Tourism と
持続可能な観光 Sustainable Tourism [ST] の理念の骨子が
確定された，と考えられる．WTO の ‘ST’ 概念は，この憲
章に準拠して，さらに 2 つの宣言，1997 年 2 月の ‘ 持続
可能な観光開発マレ宣言 Malē Declaration on Sustainable 
Tourism Development’ と 1997 年 7 月の ‘ 観光の社会的
インパクト・マニラ宣言 Manila Declaration on the Social 
Impact of Tourism’ をへて，1999 年 10 月に，‘ 世界観光
倫理憲章 Global Code of Ethics for Tourism / For Respon-
sible Tourism’ に集大成された．
　ただし，‘ 持続可能な観光憲章 [ST 憲章 ]’ は，1990 年
代に WTO が ST と SD を捉えた最初の到達点である．そ
の ST 憲章について，ST にたいする WTO による当初の見
解がみいだされる，と考えられる．その後の 1999 年の ‘ 世
界観光倫理憲章 ’ では，WTO の ‘ST’ 概念がかなり国連の
‘SD’ 概念に接近した．さらに，WTO は，2003 年に国連
の専門機関になった直後から，ST-EP(Sustainable Tourism 
－ Eliminating Poverty) や PPT(Pro-Poor Tourism) などの
プロジェクトを履行する．2000 年いこう WTO の ST の
理念と実践は，国連の SD の実践の一部となっていく ( こ
の点については，稿をあらためて考えたい )．
　そこで，本稿は，ST 憲章の趣旨を吟味しながら，WTO
が観光論とともに ‘Tourism Alternatives [TA]’ を模索した
1990 年代に，ST に辿り着いたさいの考え方を整理する．

　4.2 ‘ 持続可能な観光憲章 ’ にみる観光と
持続可能な観光の意味

　ここでは，‘ 持続可能な観光憲章 [ST 憲章 ]’ から，当時
の WTO が ‘ 観光の本質 ’ をどのように認識し，‘ST の特性 ’
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をどのように把握したかをみてみよう．

　4.2.1　WTO 文書にみる観光の本質

　まず，持続可能な観光「ST」憲章の捉える ‘ 観光の本質 ’
である．ST 憲章の前文には，WTO が 1980 年のマニラ宣
言いらい 1990 年代前半の多くの宣言まで，現代観光の現
実から WTO が捉えつづけてきた結果が簡潔に総括されて
いる．その総括にみられる ‘ 観光の本質 ’ は，次の 4 点で
ある．
　第一に，現代観光は，世界のすべての人々が希求する活
動である．その結果として，観光は，グローバルな現象
となる．この現実が WTO による現代観光の認識の前提と
される．したがって，世界の人々にとって観光は ‘ 世界人
権宣言 Universal Declaration of Human Rights’ の趣旨に
準ずる事象である．観光のこの本質は，1980 年の ‘ マニ
ラ宣言 ’ いらい 1985 年の ‘ 観光人権章典及び観光客規範 ’
をへて ( 安村 2022: 3-5)，1990 年代の WTO 文書でつね
に主張されている．
　第二に，観光は，相反した ambivalent 性質を同時に有
する．つまり，観光は，一方で社会 - 経済的・文化的に正
の効果を及ぼすが，他方で同時に，環境の破壊と地域アイ
デンティティの衰退という負の効果ももたらす．この点も，
1980 年代のマニラ宣言で指摘されたが，1989 年のハー
グ宣言でより明瞭に特徴づけられ，1990 年代の WTO 文
書ではつねに指摘されている．
　第三に，観光は，連帯や相互理解などの倫理的・道義的
効果を生みだしうる．というのも，観光は異文化交流，平
和の維持，多文化や生活様式の多様性といった現実との接
点などの特性を有するので，そこから観光は倫理的・道義
的効果を生みだすとされる．この効果の実効性は不確定だ
が，WTO 文章には ‘ 観光の本質 ’ として繰り返し登場する．
　そして第四に，観光や観光開発は観光地の ‘ 地域社会
host community’ に発現する，という自明の事実が，ST 憲
章で ‘ 観光の本質 ’ として認識された．この認識から，ST
憲章は，観光にかかわる ‘ 地域住民の権利の尊重 ’ に焦点
をあてた．WTO 文書では，1985 年の観光人権章典及び
観光客規範いらい地域社会が注目されたが，1980 年のマ
ニラ宣言では，観光開発における主に国の役割の重要性が
強調されていた．1990 年代以降の WTO 文書では，観光
が地域社会に与える影響を考慮する必要性がたびたび指摘
されている．
　如上の 4 点の ‘ 観光の本質 ’ は，以後，WTO(2003 年以
降は国連の専門機関としての UNWTO)10) においても引き

継がれている．

　4.2.2　WTO 文章にみる ‘ 持続可能な観光 ’ の意味

　持続可能な観光 [ST] 憲章は，その目的と原則を，18 項
に定めて世界コミュニティに向けて表明した．それらの
18項は，4つのテーマに整理される(12，15項は2つのテー
マに重複 )．4 つのテーマとは，① 持続可能な観光 [ST] と
持続可能な開発 [SD] の関係 (1，2，12 項 )，② 持続可能
な観光 [ST] と地域社会の関係 (3，6，7，8，12 項 )，③ 
持続可能な観光 [ST] の活動主体とその活動範域レベル (4，
9，12，13，15，17，18 項 )，そして④ 持続可能な観光 [ST]
履行の方策や開発技法 (5，10，11，14，15 項 ) である．
次に 4 つの各テーマを検討して，WTO が ‘ 持続可能な観
光 [ST]’ をいかに捉えているかを考える．

　持続可能な観光憲章の第一テーマ
　第一は，ST 憲章が ‘ 持続可能な観光 [ST]’ を，‘ 持続可能
な開発 [SD]’ にたいしてどのように位置づけ，ST をどのよ
うに特徴づけたか，というテーマである．
　ST 憲 章 (1995 年 ) は， 後 の ‘ 世 界 観 光 倫 理 憲 章
[GCET]’(1999 年 ) に比べて，持続可能性 Sustainability や
持続可能な開発 [SD] について，より独立した，自主的な
態度をもっている．たとえば，＜観光開発は持続可能性の
基準に準じる＞ (1 項 )，＜観光は SD 戦略に積極的に関与
できる＞ (1 項 )，＜観光は SD に貢献すべき＞といった文
言には，ST 開発に独自の持続可能性を追求するニュアン
スが看取される．他方で，GCED では，ST は SD の ‘ 一要
素 a factor’( 第 3 条 ) である，とみなされた．
　これに関連して興味深いのは，＜観光の新たな形態
Alternative Forms of Tourism [AFT] が SD の原則に合致す
る＞ (12 項 ) という ST 憲章の指摘である．この ‘AFT’ の
用語は，観光論が Alternative Tourism [AT] 研究を否定し
た，1989 年の IAST ザーコパーネ会議に登場した．そこで，
ATF は AT に代えて適用されるべきだ，と勧告された用語
である (Smith and Eadington 1992: 216 = 1996: 249)11)．
つまり，ST 憲章には，観光論による Tourism Alternatives 
[TA] 研究の痕跡がみられる．ただし，そのさい，本稿の
主張する TA 研究の積極的な意味 (1 章 ) が反映されている
わけではない．
　しかし，ST 憲章が志向する持続可能性は，SD と同様に，
環境との両立をめざす経済成長と高度近代文明の ‘ 持続可
能性 ’ である (2.1)．‘ 永遠の成長 ’ という前提に準拠する
資本主義市場経済と高度近代文明は，結果的に地球の循環
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作用の除去量を超えたエントロピーを産出するので，SD
の ‘ 持続可能性 ’ の具現は不可能である ( 安村 2017, 第 3
章 )．したがって，‘ 持続可能性 ’ の新たな考え方を探らね
ばならない．その新たな考え方を ‘AT’ 研究に見いだせる，
というのが，後に概観する通り (5 章 )，本稿の主張である．

　持続可能な観光憲章の第二テーマ
　さて，第二は，ST 憲章が，持続可能な観光開発と地域
社会 local community の関係を，いかに位置づけ，地域社
会をどのように開発しようとしたか，というテーマである．
　ST 憲章は，観光地としての ‘ 地域社会 ’ を持続可能な
観光開発の拠点として重視する．その重視は，たとえば，　
＜観光は，……各地域社会の活動やダイナミクスへの効果
を考慮せねばならない＞ (3 項 )，＜観光地の保護と観光客
の満足を充足する能力の質的基準は，地域社会とともに決
定され［る］……＞ (6 項 )，＜観光は，地域経済開発に十
分に統合され，積極的な貢献をせねばならない＞ (7 項 )，
＜観光開発の選択肢は，……それぞれの観光地の社会的 -
文化的豊かさに影響を及ぼさねばならない＞ (8 項 ) といっ
た文言に見いだされる．
　しかし，ST 憲章で主張されている，ST と地域社会の関
係は，ST 開発にたいして地域社会が ‘ 受け身 ’ の立場に
ある．すなわち，如上の文言から察せられるように，地
域社会は ST の操作対象である．そこには，地域社会の住
民が主導する観光開発は想定されていない．これに対し
て，同時期の観光論は，後の 2000 年以降に ‘Sustainable 
Tourism [ST]’ とよばれるが，1990 年代当時には ‘Alter-
native Tourism [AT]’ の用語が用いられた研究で，後述
(5.2.2) の，住民が観光開発に参加する ‘Community-based 
Tourism [CBT]’ の事例を研究していた (e.g. Hall and Rich-
ards 2000)．
　いずれにせよ，ST 憲章は観光と地域社会の関係を重視
した．そして，地域社会の文化や環境の保護と両立する地
域経済の成長をめざす ST が，ST 憲章によって強調された．
観光開発で地域社会を重視する考え方は，すでに 1985 年
の ‘ 観光人権章典及び観光客規範 ’ いらい WTO 文書にお
いて言及されてきた．そうした，観光開発における地域社
会を重視する流れが ST 憲章に重点的に明記された，とい
える．
　なお，観光が地域社会に及ぼす社会的インパクトにつ
いては，1997 年 ‘ 観光の社会的インパクト・マニラ宣言 
Manila Declaration on the Social Impact of Tourism’ でよ
り詳細に記述されている．

　持続可能な観光憲章の第三テーマ
　つづいて第三は，ST 憲章が掲げる ST には，どのような
活動主体 actor が，どのようなレベルの活動域で，どのよ
うに連帯・協働すべきであるか，というテーマである．
　ST 憲章は，観光が SD に貢献するために，公私のすべ
ての活動主体が，世界中のあらゆるレベルの活動域で，相
互に尊重しあって連帯・協働すべきである，と強調する (4
項 )．ST 憲章が取りあげる活動主体は，政府，国際組織，
公的組織，観光関連産業，観光 NGO，などである．また，
ST 憲章では，それらの活動主体の活動域が，地域 local―
国 national―地方地域 regional―国際 international にレベ
ル化された．
　また，ST 憲章では，活動主体の連帯・協働がいくつか
例示されている．たとえば，観光プランニングの統合 (9
項 )，島嶼や繊細な環境の地区における地方地域の連携 (12
項 )，観光と環境を持続可能にする研究，情報の普及，知
識の伝達のオープンネットワーク構築と相互参加 (13 項 )，
持続可能な観光プログラムの編成と履行 (15 項 )，責任を
伴う観光活動を促進する行動規範の採用と履行 (17 項 )，
などである．
　1980 年代以来の WTO 文書でも，活動主体の連携や協
働の重要性，活動域などが主張されたが，ST 憲章はそれ
らよりも詳細かつ具体的に言及した．しかし，それでも，
ST 憲章は概略を提示した文書であり，そこには，活動主
体やその活動のさらに詳細な記述はない．そのより詳細な
記述は，1999 年の世界観光倫理憲章 [GDET] でなされて
いる．

　持続可能な観光憲章の第四テーマ
　最後の第四は，ST 憲章の掲げる ST 開発がどのような方
策や開発技法で履行されるか，というテーマである．
　ST 憲章では，ST 開発に求められる，様々なレベルの多
岐にわたる方策や開発技法の要点が提示されている．ST
憲章が要請するのは，たとえば，＜ SD が原則とする，世
界が経済的・社会的に緊密に結びつく状況に照らした，観
光の便益と負荷のより公正な配分の方策＞ (10 項 )，＜消
費パターンの変化や環境費用の経済内部化による価格設
定方式の導入＞ (10 項 ) ＜観光資源の持続可能な利用を確
実にする，国際的な経済的・法的・経済的手法の応用＞
(10 項 )，＜自然や文化遺産を管理・保護・鑑賞するため
の総合的なプランニングとマネジメントの手法＞ (5 項 )，　　
＜環境と文化の脆弱な観光地にたいする ST 開発のための
技術協力と財政支援＞ (11 項 )，＜ ST 政策のための実証
プロジェクトや国際的協力プログラムの開発＞ (14 項 )，
＜環境と観光を両立するための観光経営や部門転換の研究＞
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(14 項 )，＜交通の役割や環境への影響，再生不可能エネ
ルギーの利用減，リゾートの廃物の最小化・リサイクリン
グの手法開発＞ (16 項 ) などである．
　このテーマについてのさらに具体的な提案は，1997
年の ‘ 持続可能な観光開発マレ宣言 Male Declaration on 
Sustainable Tourism Development’ でなされている．
　
持続可能な観光のトップ - ダウン型アプローチ
　これまでにみた ST 憲章によると，第一テーマのように，
ST は SD とは独自に ‘ 観光の持続可能性 ’ の追求を意図し
ていたようにみえる．しかし，ST 憲章の提言には，実質
的に，SD の理念と実践にもとづく ST が構想されている．
　そして，WTO の ST の実践のアプローチは，全般的にトッ
プ - ダ ウ ン 型 志 向 で あ る (World Tourism Organization 
1994)．つまり，国際機関の WTO を頂点として，その ST
政策が，国際→国→地域というアプローチで実践される
12)．たとえば，WTO が 1990 年代後半から ST の推進にお
いてコミュニティ型観光開発 Community-based Tourism 
Development [CBTD] に重点をおいたさい，WTO はその
開発に国や地方自治体による統合的マネジメントを推奨す
る (Inskeep 1999; ESCAP 2001)．
　このように，WTO の ST 実践がトップ - ダウン型アプロー
チである特徴は，1980 年代から今日 (2022 年 ) まで，ST
憲章を含め，WTO 文書に一貫して読みとれる．如上の点
を踏まえて，それと対比しながら，次章 (5 章 ) で観光論
において，AT 研究が ST 研究へ置き換わる経緯をみてい
きたい．

５　観光論の ‘ 新たなあり方の観光 ’ から
‘ 持続可能な観光 ’ にいたる経緯

　観光論は，1989 年に国際観光学術会議 [IAST] ザーコ
パーネ会議で，Alternative Tourism [AT] 研究の破棄を決
定した．この決定から，1990 年代の AT 研究は迷走した
かにみえる．その後，1990 年代後半から次第に Sustain-
able Tourism [ST] の用語が次第に使われ始めた．観光論
が本格的に ST 研究に取組むのは，2000 年以降である．
ところが，1980 年代から 1990 年代にかけて，観光論は，
AT 研究によって，‘ 観光と地域社会の持続可能性 ’ の理論
と実践を実質的に追究していた．本章 (5 章 ) はそうした
経緯をたどる．

　5.1　IAST ザーコパーネ会議が ‘ 新たなあり方の
観光 ’ 研究にあたえた影響

　観光論では，前述 (2.2) の通り，1980 年代に，‘ マス・
ツーリズム Mass Tourism [MT]’ に対抗する ‘ 新たな観光
のあり方 Tourism Alternatives [TA]’ が模索された ( 安村
2022)．そして，TA は，主に ‘ 新たなあり方の観光 Alter-
native Tourism[AT]’ と呼ばれるようになった．
　ところが 1989 年，当時の観光研究を先導していた
IAST は，ザーコパーネ大会において，‘ 新たなあり方の
観光 [AT]’ の用語と研究を否定した (Smith and Eadington 
1992 = 1996)．この会議では，まず，観光研究で ‘Alter-
native Tourism[AT]’ という用語の適用が棄却された．しか
し，‘AT’ に代わる用語は明確には提示されなかった．また，
AT 研究をめぐって，主に 2 つのグループで意見がわかれ
た．ただし，当会議の報告書 (Smith and Eadington 1992 
= 1996) をみるかぎり，両グループの議論は決着にいた
らず，折衷案で相互に譲歩された (Smith and Eadington 
1992: xiv = 1996: viii)．
　IAST ザーコパーネ会議の議論の対立は，AT 研究の ‘ 懐
疑派 ’ と ‘ 共感派 ’ に分かれた ( 安村 2022: 6-8)．一方の ‘ 懐
疑派 ’ は，主に，‘AT’ 用語の不適切さと AT 研究のイデオ
ロギー性を指摘して AT 研究を否定した (e.g. Butler 1992 
= 1996); Pearce 1992 = 1996)．また，他方の ‘ 共感派 ’
は，‘AT’ の用語の曖昧さや AT 研究のイデオロギー性につ
いては ‘ 懐疑派 ’ に同意したが，MT と AT を生みだす背後
にある ‘ 開発の趨勢 ’ に着目して，AT 研究 ( というよりも
Tourism Alternatives [TA] 研究 ) の推進に一定の理解を示
した (Lanfant and Graburn 1992 = 1996; de Kadt 1992 = 
1996)．
　このような，1989 年の IAST ザーコパーネ会議の結果が，
1990 年以降の TA 研究に多岐にわたる複雑な影響を及ぼ
した．ここでは，その影響が観光論において TA 研究の錯
綜した状況のなかから，とくに 2 つの問題を取りあげる．
　ひとつは，観光研究における ‘Tourism Alternatives [TA]’
を表す用語の混乱という問題である．ザーコパーネ会議で
‘Alternative Tourism [AT]’ の用語は否定されたが，観光論
では 1990 年代以降にも ‘TA’ 研究が継続された．そのため，
‘TA’ 研究では，会議で否定された ‘AT’ の用語を使う観光研
究者も少なくなかった．
 　‘Sustainable Tourism [ST]’ の用語は，1992 年の地球サ
ミットの影響によって，1990 年代後半いこう WTO と同
様に，あるいは WTO に倣い，観光研究でも少しずつ使
用されるようになった．ただし，‘ST’ の用語は，WTO で
は 1990 年代半ばいこう公式に採用されたが，観光論では
‘Tourism Alternatives [TA]’ の用語として 1990 年中に定
着しなかった．
　このように，TA 研究は 1990 年代の観光論において，
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1980 年代いらい重要な研究テーマの 1 つであったが，そ
の研究テーマの主要概念となる ‘ 観光の実体 ’ を指示する
唯一の名辞は不在であった．この間，観光論では，TA 概
念を表す用語がいくつか存在していたことになる．
　それでも，1990 年代当時の TA 研究には，事例研究や
その理論的考察で成果が残された．そして，こうした用語
の定まらない TA 研究の状況は，‘ なし崩し的 ’ に変化し，
21 世紀になると ‘Sustainable Tourism’ の用語が観光論に
おいても用いられるようになった．
　そこで，本稿が取りあげる，ザーコパーネ会議の結果に
よって生じたもうひとつの問題は，TA を表す ‘ 名辞の不在 ’
のなかで，観光論がどのような TA 研究を行い，結果的に
1980 年代の ‘Alternative Tourism [AT]’ 研究が，どのよう
にして ‘Sustainable Tourism’ 研究に変わったか，という問
題である．この問題については，次項 (5.2) で探る．

　5.2　1990 年代の観光論における ‘ 新たな観光
のあり方 ’ 研究

　1990 年代の観光論における ‘Tourism Alternatives [TA]’
研究を，本稿では ‘Alternative Tourism [AT]’ 研究とみなす．
たしかに当時の TA 研究には，‘TA’ 概念を表すいくつかの
用語があった．しかし，AT 研究が否定された IAST ザー
コパーネ会議後にも，‘AT’ の用語は比較的多く用いられた．
そして，1980 年代いらい ‘AT’ の用語で TA 研究が成果を
あげてきた実績がある．そこで本稿は，観光論の TA 研究
が，AT 研究から ST 研究に移行した経緯を探るためにも，
あえて ‘Alternative Tourism [AT]’ の用語を使いたい．
　なお，後に 5.2.2 項では，観光論で ‘ST’ の用語を用い始
めた 1990 年代以降の ‘AT’ 研究を，‘AT=ST’ 研究とよぶ．
　いずれにせよ，IAST ザーコパーネ会議が 1990 年代の
AT 研究に影響を与えたことは，間違いない．本稿では，
とくに ‘AT の特性 ’ と ‘AT 研究のアプローチ法 ’ の 2 点から，
ザーコパーネ会議が 1990 年代の AT 研究に及ぼした影響
をみていく．

　5.2.1　ザーコパーネ会議による ‘AT の特性 ’ と
1990 年代の AT 研究

　1989 年，ザーコパーネ会議は，Alternative Tourism [AT]
研究が描きだす ‘Alternative Tourism [AT]’ の特性を――肯
定的にせよ否定的にせよ――概括した．そうした ‘AT の特
性 ’ は，1980 年代当時の観光研究者間でも，おおよそに
共有されていたが，会議の議論によってあらためて再確認
された．そして，会議で概括された ‘AT の特性 ’ が，1990

年代の AT 研究に適用され，その特性を前提として，当時
の事例研究で検証されるようになった．
　そのさい，ザーコパーネ会議が整理した ‘AT’ には，主
に 3 点の相互に関連しあう特性がある．その 3 つの特性は，
① 観光や観光開発の ‘ 規模 ’，② ‘ 資源の保護 ’，③ 観光開
発への ‘ 住民の参加 ’ である．以下で，AT のそれぞれの特
性についてみていく．
　第一に，AT は＜小規模で控えめ small scale and low 
key な観光＞であると特徴づけられた (e.g. Smith 1992: 
135 = 1996: 157; Pearce 1992: 16 = 19)．この特性は，
Alternative Tourism [AT] 研究が Mass Tourism [MT] の弊
害に対処する目的から構築された結果といえる．MT で
は，観光客入込数と経済効果の最大化を目論み，たとえば
豪華なリゾート開発のように，‘ 派手な大規模 ’ 観光開発
が実践された．そのさい，観光地の社会的収容限度 social 
carrying capacity や観光資源管理は，開発主体によって等
閑視され，ほとんど履行されなかった．その結果として，
MT は観光地に多大な弊害をもたらした ( 安村 2021b)．
このような MT の実態への反動から，AT は＜小規模で控
えめな観光＞の特性をもつようになる．
　第二に，AT は，＜ ‘ 資源 resources’ を損なわないよう
にする観光＞であると特徴づけられた (e.g. Butler 1992: 
37-40 = 1996: 43-47)．この資源とは，観光地で観光対象
となる自然・生態系や伝統・文化などである．この特性も，
＜ MT に対抗して構築される AT ＞という AT の成立ちに
起因する．MT による観光地の自然や文化の破壊という弊
害に対処しようとする AT は，必然的に，観光 ‘ 資源の保護 ’
を実践の目的とする．
　ただし，1980 年代以来の AT 研究が観光 ‘ 資源の保護 ’
した実績は，単に＜資源が損なわれないようにする＞とい
う消極的なニュアンスの実践を超えている．つまり，AT
は，＜観光を通して自然や文化を守る＞という，観光によ
る ‘ 資源の保護 ’ を，より ‘ 能動的 ’ に実践する．観光は，
‘ 資源 ’ を保護し，ときに再構成したり創造したりする 13)．
そうした AT の ‘ 能動的な実践 ’ の事例は，たとえば，エ
コツーリズム Ecotourism(Valentine 1992) や新たな文化
観光 Cultural Tourism(Zeppel and Hall 1992; Harron and 
Weiler 1992) にみられる．
　そして第三に，AT は＜住民の参加度が高い＞と特徴づ
けられる．MT は，先述 (4.2.1) の WTO 文書でみた通り，
観光ホスト・コミュニティに生活スタイルの変容やアイデ
ンティティの喪失といった禍害をもたらした．MT 開発に
ついての反省から，AT 研究は，WTO の ST 政策と同様に
(4.2.2)，観光地コミュニティの保護に焦点をあてた．それ
に伴い，AT 研究は，AT の事例研究において，地域住民の
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高い参加度 a high degree of community participation に
着目した (e.g. Hall and Richards 2000)．
　AT 開発への住民参加は，MT で生じた観光の開発や運
営の暴走を防ぎ，地域社会で観光を管理・統制する役割を
果たす (Hall and Richards 2000)．さらに，たとえばエコ
ツーリズムが，住民参画 community involvement によっ
て，地域の環境保護に限らず，社会的・文化的・経済的な
正の効果を及ぼし，地域社会全体を安定化するような事例
もある (e.g. Mensah and Ernest 2013)．とはいえ，1990
年代の AT 事例研究では，観光開発にプランニング段階か
ら住民が協働する ‘ 住民参画 ’ までが，住民が観光開発に
関与する限度であった (Bramwell and Sharman 2000; Hall 
2000)．つまり，住民主導 community initiative の AT 開
発にまで踏み込んだ議論は，1990 年代の AT 研究にはほ
とんどみられない．
　以上のように，1990 年代の観光論の研究テーマであっ
た AT の特性や課題は，先述 (4.2) の WTO の政策目標で
ある ST の特性や課題とあらゆる点で類似する．この類似
点は，1980 年代に観光論と WTO がともに ‘ 観光の新た
なあり方 Tourism Alternatives [TA]’ を追求した経緯を振
り返れば，当然であろう．
　しかし，IAST が主催し WTO が後援したザーコパーネ
会議いらい観光論と WTO がめざす TA の方向性は，先述 (3
章 ) のように，少しずつ異なってきた．一方で WTO の政
策は，1990 年代に Sustainable Development [SD] と並行
して，あるいは SD に倣い，推進された．それにたいして，
他方の観光論は，1989 年のザーコパーネ会議で，Alter-
native Tourism [AT] の用語と研究を放棄した後も，1990
年代の ‘ 実質的な ’AT を，用語の不確定なままで研究しつ
づけた．
　そこで，次項 (5.2.2) では，観光論の AT 研究アプロー
チ法が，ザーコパーネ会議後にいかに変化したかを探り，
その変化の結果として，観光論がどのように ST 研究に取
組むようになったか，を明らかにする．

　5.2.2　ザーコパーネ会議以降の観光論における
AT 研究のアプローチ法

　1989 年 の IAST ザ ー コ パ ー ネ 会 議 は， 繰 り 返 す が，
‘Alternative Tourism [AT]’ の概念と用語を棄却し，AT 研
究を否定した．それにもかかわらず，AT 研究は，ザー
コパーネ会議の議論に影響を受けながら，実質的に継続
された．その AT 研究において ‘AT’ 概念は不明瞭であっ
たが，1980 年代以来の AT 研究は，結果的に ‘ 真正の
Sustainable Tourism’ 概念に到達した，と本稿は主張する．

　そこで，本項 (5.2.2) では，1980 年代以降の AT 研究が，
ザーコパーネ会議の議論を受けて，1990 年代にどのよう
に ‘ 真正の ST’ に到達したかについて検討していく．その
検討は，AT 研究が，結果的に＜観光と地域社会の ‘ 持続
可能性 Sustainability’ を同時に探った＞アプローチ法につ
いての考察となる．
　1990 年代の観光論において，1980 年代の AT 研究を ‘ 意
図せざる結果 ’ として変化させたのは，1989 年に開催さ
れたザーコパーネ会議であった．ザーコパーネ会議では，
AT 研究をめぐり，前述 (5.1) の通り，議論が AT にたいす
る ‘ 懐疑派 ’ と ‘ 共感派 ’ に分かれた ( 安村 2021b: 6-8)．
両派はともに，MT[Mass Tourism] 非難にまつわるイデオ
ロギー問題を批判し，‘Alternative Tourism [AT]’ という用
語を放棄した．しかし，両派がとくに対立したのは，観光
をいかに捉えるか，という観光研究のアプローチ法につい
ての論議であった．
　一方の AT‘ 懐疑派 ’ は，とりわけ，AT 研究にまとわり
つく MT 非難の情緒的なイデオロギー問題を批判した ( 安
村 2022: 5-6)．観光研究からイデオロギー問題を排除し
14)，観光を ‘ 科学的 ’ に分析することが，‘ 懐疑派 ’ によっ
て強調された ( 安村 2022: 6-7)．AT‘ 懐疑派 ’ は，それぞ
れの観光地で異なる観光形態の比較研究に専念するアプ
ローチを主張した (e.g. Butler 1992 = 1996; Pearce 1992 
= 1996) 注 14)．
　‘ 懐疑派 ’ の観光研究は，‘ 科学的 ’ 分析にもとづく ‘ マ
イクロ的視点 ’ の研究アプローチ法を採用する 15)．こうし
た研究アプローチを適用する ‘ 懐疑派 ’ 研究者は，1990
年代に特定コミュニティの事例研究や複数コミュニティの
比較研究を，綿密な定量的・定質的分析で遂行した (e.g. 
Butler and Pearce 1996; Pearce 1995)．そのさい，ST や
AT には触れない研究が多い．触れても批判的である．
　如上のような，AT‘ 懐疑派 ’ の地域観光 local community 
tourism の綿密な分析という研究アプローチは，1990 年
代の AT 研究に引き継がれた．そうした研究アプローチは，
1980 年代からの観光研究の一般的な研究アプローチ法で
はある (e.g. Murphy 1985)．それにしても，この研究アプ
ローチ法がザーコパーネ会議であらためて強調されたこと
が，1990 年代の AT 研究に影響した．
　そのさい，AT 研究は ‘ コミュニティ型観光 Communi-
ty-based Tourism Development [CBTD] の研究テーマに集
中した．AT 研究のこのテーマには，当然ながら，AT‘ 懐
疑派 ’ の意図に反して，AT や ST の概念が取り扱われた (e.g. 
Hall and Richards 2000)．
　また，他方の AT‘ 共感派 ’ も，MT を情緒的に非難する
AT のイデオロギー問題を否定した ( 安村 2022: 7-8)．た
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だし，‘ 共感派 ’ は，世界の ‘ 新たな開発のあり方 Alterna-
tive Development’ の議論や国際観光の動向にかかわる視
点から，MT 非難について AT 研究に一定の理解を示した．
‘ 共感派 ’ の研究アプローチ法は，観光の現実を取り巻く
時代の趨勢や世界の動向を視野にいれ，‘ マクロ的視点 ’
から観光研究を展開する．
　ただし，‘ 共感派 ’ も，‘ 懐疑派 ’ と同様に，コミュニティ
型観光を定量的・定質的に分析している．そのさい，地
域観光の事例を分析するだけでなく，その分析に ‘ マクロ
的視点 ’ からの考察が取り込まれている (e.g. Lanfant et.al. 
1995; Wahab and Pigram 1997)．
　このように，‘ マイクロ的視点 ’ の研究アプローチを適
用する ‘ 共感派 ’ には，自身の研究において，世界の動
向にかかわる AT や ST の概念を積極的に取り入れる傾向
がみられる．‘ 共感派 ’ は，ザーコパーネ会議の時点で，
WCED(1987) の ‘Sustainable Development [SD]’ の影響を
明らかに受けていた (Lanfant and Graburn 1992 = 1996; 
de Kadt 1992 = 1996)．その後の 1990 年代のコミュニ
ティ型観光をテーマとする AT 研究においても，AT‘ 共感派 ’
の ‘ マクロ的視点 ’ を受け継ぎ，ST 概念を，肯定的にせ
よ否定的にせよ，導入した研究成果がみられる (Hall and 
Richards 2000; Lanfant et.al. 1995)．

　5.2.3　コミュニティ型観光と持続可能な観光

　こうして，ザーコパーネ会議後の観光論では，コミュニ
ティ型観光を研究テーマとする AT 研究が主としてなされ
た．このコミュニティ型観光研究では，1990 年代半ば頃
から，とくに ‘ マクロ的視点 ’ から AT [Alternative Tour-
ism] 研究に取組む研究者間で，‘ST [Sustainable Tourism]’
の用語が使われ始めた．このように ‘ST’ の用語が適用され
た事情は，前述 (4.1) の WTO による ST 政策と同様に，リ
オ地球サミットから影響を受けた，と考えられる (Jackson 
and Morpeth 2000)．こうした経緯を踏まえ，1990 年代
半ば以降の AT 研究を，以下ではとくに AT=ST 研究と呼
ぶことにする．
　WTO と同様に，‘AT’ 研究に ‘ST [Sustainable Tourism]’
概念を取り込んだ 1990 年代の観光論であったが，その ‘ST’
概念は，WTO の ‘ST’ 概念とは異なっていた．WTO の ‘ST’
概念が ‘SD [Sustainable Development]’ 概念に準拠した ( 先
述 4.2.2) のにたいして，観光論の AT=ST 研究は，‘SD’ 概
念に批判的であった (Pigram and Wahab 1997; Richards 
and Hall 2000)．
　AT=ST 研究者による ‘SD’ 概念にたいする批判点は多
岐にわたるが，全体に，‘SD’ 概念における地域社会 local 

communities の位置づけについての疑問が提起された．つ
まり，確かに SD でも地域社会は重視されたが，SD 政策
では，地域社会は，ローカル・アジェンダ 21 にあるように，
国連や中央政府から地方自治体へとトップ - ダウンで政策
方針が伝達されるさいの末端に位置づけられた (Jackson 
and Morpeth 2000)．
　これに対して，観光論のコミュニティ型観光開発に焦点
をあてた AT=ST 研究は，ST のボトム - アップ型の地域開
発に着目した．ボトム - アップ型地域開発は，開発への地
域住民参加によって，そのプランニングやマネジメントに
住民の意見を反映する ( 前述 5.2.1)，AT=ST 開発の特徴と
みなされる．
　かくして，1990 年代後半いこう観光論の AT=ST 研究は，
次のような 3 点で特徴づけられる．第一に，研究の焦点は，
地域社会の観光開発にあてられ，‘ コミュニティ型観光開
発 Community-based Tourism Development [CBTD]’ が 研
究テーマとなった．第二に，当時の ST や SD の議論が影
響して，国際観光の動向や持続可能な開発の展開というマ
クロ的視点が，CBTD 研究に導入された．そして，第三に，
そのマクロ的視点が AT 研究としての CBTD 研究に取り込
まれた結果として，CBTD に用いられる ‘Alternative Tour-
ism [AT]’ の用語は，国際性をもつ ‘Sustainable Tourism 
[ST]’ の用語に，いわば ‘ なし崩し的に ’ 置き換えられた．

　5.3　観光学と WTO が捉える ‘ 持続可能な観光 ’
概念の比較

　これまで本章 (5 章 ) でみた，観光論の＜新たな観光の
あり方 Alternative Tourism [AT] から持続可能な観光 Sus-
tainable Tourism [ST] へ＞の移行を，前章 (4 章 ) でみた，
WTO の状況と対比しながら概括してみたい．
　観光論の研究と WTO の政策における ‘ST [Sustainable 
Tourism] の用語の導入は，ともに 1992 年のリオ地球サ
ミットと，そこで批准されたアジェンダ 21 による影響が
契機となった 16)．観光論の AT=ST 研究と WTO 政策が捉
えた ‘Tourism Alternative [TA]’ 概念は，近似している．ま
ず，両概念には，AT 研究が最初に主張し，後に ‘SD’ の提
唱で注目された，過度な開発から社会 - 文化と環境を保護
する目標が共通する．次に，両概念が，観光開発の舞台で
ある観光地の ‘ 地域社会を重視する視点 ’ も，共有されて
いる．この 2 点は，両概念の形式的特徴において類似す
るが，それぞれの概念の内包から生じる実践的特徴におい
て相違する．
　まず，‘ 社会 - 文化と環境の保護 ’ という両概念の形式的
特徴は，WTO と観光論の実践的特徴が次のように異なる．
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一方で，WTO 政策の ST 概念には，＜観光地の社会 - 文化
と環境が観光開発によって損なわれない方策の実践＞とい
う，実践上の受動的な含意がある．これに対して，他方の
観光論の AT=ST 概念には，＜社会 - 文化と環境を観光に
よって保護し，さらに再構成・創造する方策の実践＞とい
う能動的な含意がみられる．この実践的特徴から，観光論
の AT=ST の実践には，後述 (6 おわりに ) で触れるように，
＜持続可能な地域社会を具現する可能性＞が予期される．
　次に，両概念の＜地域社会を重視する＞という形式的特
徴についても，それぞれの概念に次のような実践上の相
違が認められる．一方で，WTO の ST 政策の実践的アプ
ローチは，トップ - ダウン型である．つまり，国際機関の
WTO を頂点として，その ST 政策が，国際→国→地域と
いうアプローチで実践される (4.2.2)．これに対して，他
方で，観光論が AT=ST 研究において，コミュニティ型観
光開発には，地域→国 ( →国際 ) というボトル - アップ型
のアプローチが想定される (5.2.2)．このように，WTO 政
策の ST と観光論の AT=ST における ‘ 地域社会の重視 ’ と
いう形式的特徴は，実践的特徴において対蹠的である．
　このような，観光論の AT=ST 研究の実践的特徴に着目
して，次章 ( おわりに ) で観光論の AT=ST が＜持続可能な
地域社会を具現する可能性＞について，若干の検討をくわ
えたい．

６　おわりに

　観光は＜観光それ自体と観光地の地域社会とを ‘ 持続
可能 ’ とする＞ために，‘ 持続可能 ’ でなければならない．
1980 年代初めに出現した ‘ 新たなあり方の観光 Alterna-
tive Tourism [AT]’ は，観光と地域社会の持続可能性を具
現するため，観光学によって生みだされた．その当時に，‘ 持
続可能な ’ という表現は一般的ではなかった．しかし，観
光論は，観光と地域社会を ‘ 持続可能 ’ な方策に相当する
観光のあり方を実質的に追究し，一部に実現した．
　観光論が AT を探究した後に，1987 年，WCED が ‘ 持
続可能な開発 [SD]’ の理念と方策を提唱した．観光論が取
組んだ ‘AT’ 概念は一般的には流布しなかったが，WCED
の ‘SD’ 概念は世界中の人口に膾炙した．その後，1992 年
のリオ地球サミットで，‘SD’ 政策は世界が一斉に取組む課
題となった．1990 年代後半，‘AT’ 研究は徐々に忘れ去ら
れた．観光論において，‘Alternative Tourism [AT]’ 研究は，
‘Sustainable Tourism [ST]’ 研究に ‘ なし崩し的 ’ に置き換
えられた 17)．
 ‘Sustainable Tourism [ST]’ は，‘Sustainable Development 
[SD]’ の変形語である．‘SD’ 政策目標は，最終的に ‘ 経済成

長を持続可能にする ’ ことにある (WCED 1987: xii, 62; 安
村 2021a: 13-14)．この政策目標は，当初からしばしば批
判された．さらに，その政策目標の理念は，2015 年から
開始された ‘ 持続可能な開発目標 [SDGs]’ において，ます
ます顕著となった ( 安村 2021a: 13-14)．
　もともと SD は，1970 年いらい人類が直面した地球規
模の難題，環境問題と南北問題に対処する方策の提案で
あった (WCED 1987)．しかし，繰り返すが，その方策に
は，環境問題と南北問題をできるだけ抑制して＜経済成
長を持続可能にする＞という理念が貫かれている (WCED 
1987: xii, 62)．その理念の貫徹は，高度近代化 ’ の根本的
な解決とはなりえない ( 安村 2017: 15-19)．というのも，
永続的な経済成長こそが，‘ 高度近代化 ’ の原動力であり，
環境問題と南北問題を発生させる根源だからである (2.1)．
　こうした ‘SD’ とは異なる経緯から ‘AT’ が生まれ，その
後，‘ST’ となった．‘AT’ は観光の経済効果を否定しなかっ
たが，観光地の ‘ 経済成長 ’ だけを志向したのでもなかっ
た ( 安村 2022)．むしろ，AT は，観光地の観光対象であ
る伝統文化や自然・生態系を，観光によって ‘ 持続可能化 ’
しようとする (Yasumura 2016: 168-71)．そして，‘AT’ か
ら生じる経済効果は，観光対象の保全や強化に活用され
たり，地域社会内に循環されたりした (Yasumura 2016: 
168-71)．
　このような観光の領域に限られた ‘ 持続可能化 ’ が，本
稿の冒頭 ( はじめに ) で述べられたように，なぜ，‘ 真正
の持続可能性 ’ を実現し，SD の再考につながるのか．そ
れは，本来，SD が対処せねばならなかった ‘ 高度近代化 ’
の 根 本 的 解 決 が，Alternative Tourism [AT]=Sustainable 
Tourism [ST] の方策に見いだされるからである．
　Alternative Tourism [AT] は，Mass Tourism [MT] の 弊
害に対処するために生みだされた ( 安村 2022)．MT は，‘ 高
度近代化 ’ の産物であり，観光の経済効果を最大化しよう
とする ‘ 高度近代化 ’ と同型の ‘ ダイナミクス ’ によって特
徴づけられる ( 安村 2021b: 24-25)．高度近代化と同型の
ダイナミクスをもつ MT に対抗するダイナミクスを創りだ
したのが，AT=ST(5.3) である 18)．
　このような AT=ST のダイナミクスは，日本の ‘ 観光ま
ちづくり Tourism-based Community Development’ におい
て，顕著に体現されている ( 安村 2017)．観光まちづくり
は，1980 年前後に日本各地で，相互の連携もなく，一斉
に開始された，‘ 住民主導 community initiative’ で実践さ
れる地域再生活動である．
　観光まちづくりの地域再生にみられる AT=ST は，下図
のように，コミュニティに循環型経済を活性化し，観光ま
ちづくり活動を通してコミュニティのネットワーク型社
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会関係資本を強化し，そして，コミュニティの文化や自
然・生態系を観光資源として保護・強化した (Yasumura 
2016)．その結果として，‘ 観光まちづくり ’ によって形成
されたコミュニティでは，経済，社会関係，伝統文化，自
然・生態系という，社会の基本的な構成要因に均衡がとれ
るようになった（安村 2017：264-70）．
　これが，高度近代化の経済が肥大した社会構成に対抗す
る，‘ 持続可能な地域社会 ’ 形成のダイナミクスとみなさ
れる．そして，この地域社会形成のダイナミクスを根本的
に支えるのが，AT=ST のダイナミクスである．この点に
ついて，本稿では簡略な説明にとどめたが，詳細について
は，稿をあらためて考察したい．
　なお，最後に，本稿が ‘ 持続可能な Sustainable’ や ‘ 持
続可能性 Sustainability’ という，批判され混乱をもたらす
言葉をなぜ使い続けるのか，について簡単に触れておく．
それは，高度近代化が生みだす ‘ 持続不可能な現実 Unsus-
tainable Realities’ が，人間 / 自然世界の存続を脅かすにも
かかわらず，その焦眉の急な課題に対抗する適切な表現が，
今のところ ‘ 持続可能性 ’ 以外に見あたらないからである．

注
１) この核心的問題提起の結論を導き出すため，前段として探究され

る，3 つの作業課題が設定された．第一の課題は，新たなあり方

の観光 (AT) が模索され実践されざるを得ない，深刻な負の状況

を生みだした，マス・ツーリズム Mass Tourism (MT) の出自と

問題点を追究することである ( 安村 2021)．第二に，MT に置き

換わるべく構想された AT の実践を観光論がいかに捉えたか，と

いう課題が提示される ( 安村 2022)．そして，本稿が取り組もう

とする第三の課題は，AT 研究が観光論で否定的に議論された後

に，いかなる成行きから AT 研究が ST 研究に置き換わったのか，

という疑問の解明である．これらの 3 つの作業課題の考察結果

を踏まえ，後にあらためて，核心的な問題提起の解答を提示し

たい．

２) とはいえ，AT と ST のどちらも，考察が尽くされたとはいえな

い．したがって，AT と ST の概念はいまだ曖昧である．それでも，

AT の理論と実践は，一考の価値がある実績を残している．他方で，

ST 研究は，AT 研究の成果に値する実績を残せていない．という

のも，ST 研究は今や，国連の SD の理念や実践に倣うことに終

始したためと考えられる．そもそも，SD 概念に多くの批判が寄

せられているのは，周知のとおりである．

３)‘Tourism Alternatives’ は，Smith and Eadington (1992) の書名で

用いられた用語である ( 安村 2022)

４)1980 年代の AT 概念と，1990 年代の ST 概念とでは，それぞれ

が誘導された観光の現実に時差がある．それゆえ，その時差か

ら現実が変容して，その変容が概念の相違に反映するのではな

いか，という疑問が呈されるかもしれない．本稿は，その時差

にもかかわらず，AT 概念と ST 概念には，観光による持続可能

性の同型のダイナミクスが構成されると考えるのである．こう

した概念構成の認識論については，Yasumura(1988) を参照され

たい．

５) 環境問題については，その先駆的業績となったカーソン (1962)

や，環境運動の草分けである B. コモナー (1971) などのエコロ

ジー研究者の警告が，世界の関心を集めた．また，システム・

ダイナミクス・モデルで「成長の限界」と「人類の危機」の将

来を予測した D.H. メドウズ , 他 (1972) は，世界に衝撃を与えた．

６) 南北問題については，発展途上国の，いわば南の貧しい国々の経

済学者が中心に唱えた ‘ 従属理論 dependency theory’ が，この

問題の仕組みを分析した (e.g. アミン 1973; フランク 1978)．ま

た，ウォーラーステイン (2004) は，歴史社会学の巨視的視点か

ら ‘ 近代世界システム ’ 論を唱え，そのなかで南北問題の発生を

分析した .

７)WCED(1987: xii) 報告書の委員長緒言で，ブルントラント委員長

は，「いま必要なのは，新時代の経済成長―力強く，かつ社会

的，環境的に持続可能な経済成長である」と主張する．また，

WCED(1987: 62) 報告書の別の箇所では，「持続可能な開発は，

経済成長の停止を要求するのではなく，貧困と不均一な開発に

関する問題は開発途上国が大きな役割を発揮し，大きな成長を

あげるような新しい成長の時代を迎えることなしには解決でき

ないことを認識すべきである」と断定されている．WCED(1987)

の ‘ 持続可能な開発 ’ とは，原則として，‘ 新しい開発 ’ であるこ

とが前提とみなされる．

８)1990 年代の WTO の宣言などを列挙すれば，次の通りである．

① 1994 年 11 月，大阪観光宣言，② 1995 年 3 月，カディス

国際フォーラム 結論と勧告，③ 1995 年 4 月，WTO-UNESCO
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文化観光プログラム「奴隷の道」アクラ宣言，④ 1995 年 4 月　

セント・ヴィンセント観光児童性的搾取防止宣言，⑤ 1995 年 4

月　持続可能な観光憲章 ( ランサローテ島 )，⑥ 1996 年 9 月，

シニア・ツーリズム・レシフェ憲章，⑦ 1996 年 9 月，観光バ

リ宣言，⑧ 1995 年 10 月，組織的セックス・ツーリズム防止

WTO 声明 ( カイロ )，⑨ 1996 年 11 月，文化観光プログラム「奴

隷の道」ハバナ宣言，⑩ 1997 年 2 月，持続可能な観光開発マ

レ宣言，⑪ 1997 年 7 月，観光の社会的インパクト・マニラ宣言，

⑫ 1998 年 4 月，スノー・ウインター・スポーツ・ツーリズム・

アンドラ宣言，⑬ 1999 年 10 月，世界観光倫理憲章 ( サンディ

アゴ )．

９) タ マ ン ラ セ ッ ト・ セ ミ ナ ー で 採 用 が 決 ま っ た ‘Responsible 

Tourism’ の用語は，1990 年代の WTO の宣言などにも，数か所

みられるが，WTO の標語とはならなかった．ただし，WTO の ‘ 世

界観光倫理憲章 ’ では，‘Global Code of Ethics for Tourism: For 

Responsible Tourism’ のように，この憲章のサブタイトルとなっ

ている．

10) 国連世界観光機関の英語のイニシャル，UNWTO は，2005 年

UNWTO 第 16 回総会 ( ダカール ) で承認された．

11)AFT は，結局，その後に観光論で使われていない．しかし，

1989 年の WTO ハーグ宣言でも使用されている ( 安村 2022: 4)．

12)WTO が ST 政策をめざす契機となった，1992 年リオ地球サミッ

トのアジェンダ 21 には，地方版のローカル・アジェンダ 21 が

ある．これは SD が地域開発も重視する証左であるとみなせよう．

このローカル・アジェンダ 21 世界は各国の地方自治体に SD 政

策の履行を促すものである．そして，地方自治体の SD 政策は，

中央政府からの SD 政策の基本方針に従う．したがって，ローカ

ル・アジェンダの履行は，トップ - ダウン型アプローチの SD 政

策に位置づけられる．

13) ただし，1990 年代末から，観光論は WTO の ST 政策の影響を

受け始めた．その結果，観光論は ‘AT’ から ‘ST’ へと用語を置き

換えた．それにつれて，1980 年代以来の AT 研究にみられた AT

の能動的な特性は，‘ 全体的に ’ かえって色あせていった．

14)‘ 懐疑派 ’ の観光研究は，MT 否定のイデオロギー問題ゆえに MT

から生じた問題の ‘ 国際性 internationality’ を看過し，そこから

AT の時代背景や世界の動向といったマクロ的視点をも排除した

り無視したりした，と考えられる．

15)‘ 懐疑派 ’ の代表的研究者である Pearce(1995) には，AT や ST の

用語が一切みられない．ここには，研究に付着する一切のイデ

オロギー問題を排除し，‘ 科学的 ’ 分析に終始する Pearce(1995)

の態度が看取される．

16) その影響は，リオ地球サミットで採択された ‘ 持続可能な開発

Sustainable Development’ の理念や政策よりも，おそらく，サミッ

トが世界に及ぼした高揚からもたらされた．SD という，1970

年代いらい世界が直面した，地球規模の環境問題と南北問題と

いう難題に対処する方策を，1992 年に初めて世界が統一して取

組むことが，リオ地球サミットで決定された．この会議の決定

に世界が興奮した．しかし，世界に共通の政策目標となった SD

は，やがて多くの批判を受けることとなった．そして，リオ地

球サミットから 10 年後の 2002 年，SD 実践を検証したヨハネ

スブルク・サミットは，その 10 年間に SD が全く履行されなかっ

た，と結論づけた．それでも，エコツーリズムの実績が SD の唯

一の実績として評価された．なお，SD の行動計画であるアジェ

ンダ 21 にも，その地方版のローカル・アジェンダ 21 にも，‘ 観

光 ’ の関連事項はない．

17) 観光論とともに，WTO も 1980 年代後半から観光のいわゆる ‘ 持

続可能化 ’ をめざした ( 安村 2022: 3-5)．WTO の観光政策は，

1980 年代後半以前に ‘AT’ 研究の影響を受けたが，1990 年代後

半以降の ‘ST’ 政策は，次第に国連 ‘SD’ 政策に準拠した．WTO が

2003 年に国連の専門機関としての UNWTO になると，その ‘ST’

政策は，観光分野における ‘SD’ 政策の一環となった．

18) もとより，AT=ST 研究における観光論の最初の躓きは，今となっ

ては，観光論が AT 概念の議論を尽くさず，1980 年代の AT 研

究に終止符を打ってしまったことであった ( 安村 2022: 9)．観

光論では，1990 年代に AT と ST の用語が併用された．しかし，

1990 年代の後半になると，次第に AT の用語は ST の用語に置

き換えられた．そのさいにも，この両概念の関係は，観光論に

おいてほとんど議論されなかった．
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